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サステナビリティ情報の保証業務に関する基準、品質管理に関する基準 1 

及び倫理・独立性に関する基準の設定について（意見書案） 2 
 3 

令 和 ● 年 ● 月 ● 日 4 
企 業 会 計 審 議 会 5 
サステナビリティ情報保証部会 6 

 7 
一 経緯 8 
１ 審議の背景 9 
企業のサステナビリティ情報は、投資家が中長期的な企業価値を評価する観点で重要であ10 

り、サステナビリティ情報の開示基準の整備が国際的に進められている。令和５（2023）年11 
６月には、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）から、サステナビリティ開示基準（ISSB12 
基準）が公表され、令和７（2025）年３月には、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）から、13 
ISSB 基準と機能的な整合性が確保された基準である、我が国におけるサステナビリティ開14 
示基準（SSBJ基準）が公表されている。 15 
こうした開示基準に基づくサステナビリティ情報について、グローバルに活躍する我が国16 

企業の開示の質及び資本市場の国際的な信頼性を確保する観点から、我が国におけるサステ17 
ナビリティ情報に対する第三者保証制度においては、国際監査・保証基準審議会（IAASB）18 
や国際会計士倫理基準審議会（IESBA）が開発した国際基準との整合性が確保された基準に19 
準拠し保証業務を実施する必要がある。 20 
国際基準においては、一貫した質の高いサステナビリティ情報の保証を提供するためのグ21 

ローバル基準を開発すべきとのニーズの高まりを踏まえ、証券監督者国際機構（IOSCO）が22 
令和５（2023）年３月に公表した「サステナビリティ関連企業報告のためのグローバルな保23 
証フレームワークの開発に向けた国際的な作業に関する報告書」を受け、令和６（2024）年24 
11月に IAASBから国際サステナビリティ保証基準 5000（ISSA 5000）が、令和７（2025）年25 
１月に IESBA から国際サステナビリティ倫理・独立性基準（IESSA）が、それぞれ公表され26 
ている。IOSCOの報告書では、保証業務提供者の能力・スキルの重要性に加え、関係者のニ27 
ーズや既存実務を踏まえ「職業にとらわれない（profession-agnostic）」基準の策定の重要28 
性が指摘されており、ISSA 5000及び IESSAは、監査法人・公認会計士だけでなくそれ以外29 
の者も利用することを想定した基準として開発されている。 30 
また、主要国を中心に、サステナビリティ情報に対する第三者保証を義務付ける動きがみ31 

られるところであり、例えば、EUにおいては、企業サステナビリティ報告指令（CSRD）に基32 
づき、一定の企業に対して欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）に基づく開示の義務付け33 
とあわせて、サステナビリティ情報に対する第三者保証を受けることも義務付けている。英34 
国では、令和７（2025）年６月に「サステナビリティ関連財務開示の保証のための監督体制35 
の整備」と題する文書について意見募集が実施され、その結果も踏まえ、長期的には保証の36 
義務化の必要性を考慮する予定としつつ、当面の間は、保証業務提供者の任意の登録制度を37 
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構築し、登録された保証業務提供者を企業が任意で利用できる環境を整える方針が示されて38 
いる。 39 
こうした中、我が国では、有価証券報告書等において開示されるサステナビリティ情報に40 

ついて、一定のプライム市場上場企業に対し、SSBJ 基準に基づく情報開示及び当該情報に41 
対する第三者保証を義務付けることを内容とする金融商品取引法及び資金決済に関する法42 
律の一部を改正する法律が、令和８（2026）年７月に成立したところである。 43 
同法律に基づき、我が国におけるサステナビリティ情報に対する第三者保証制度について44 

は、将来にわたって保証業務実施者を十分に確保する観点から、監査法人であるかどうかに45 
かかわらず、登録要件を満たす場合は保証業務実施者となることを可能とする制度を導入す46 
ることとなった。このため、金融庁において、登録要件を充足しているかどうかについて適47 
切に審査を行うとともに、サステナビリティ情報の保証に関する基準や行為規制等の遵守状48 
況についても検査及び監督を行うことで、保証業務実施者の質を確保していくことが求めら49 
れている。 50 
また、サステナビリティ情報に対する第三者保証の質を確保し、当該情報の信頼性を向上51 

させることが重要である。このうち、サステナビリティ情報の保証範囲及び保証水準につい52 
ては、金融審議会 サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グル53 
ープが、令和８（2026）年１月に公表した「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に54 
関するワーキング・グループ 報告」（以下「ワーキング・グループ報告」という。）におい55 
て、 56 
・  第三者保証制度の適用開始時期から２年間は、有価証券報告書等におけるサステナビ57 

リティ関連財務開示のうち、Scope１・２、ガバナンス及びリスク管理に対する第三者保58 
証を義務付けることとし、３年目以降については国際動向等を踏まえ、今後検討すること59 
が適当である 60 

・  企業に過度な負担を課すことなく、第三者保証制度を円滑に導入するためには、保証水61 
準は限定的保証とし、合理的保証への移行の検討は行わないことが適当である 62 

との考えに従って制度設計することが適当とされている。 63 
なお、サステナビリティ情報に対する第三者保証は、これまでも任意の取組は見られるも64 

のの、未だ発展途上にあると考えられる。したがって、今後、有価証券報告書等における SSBJ65 
基準に準拠したサステナビリティ情報の開示の義務化及び当該情報に対する第三者保証制66 
度が開始された後においても、実務の蓄積を踏まえた課題や諸外国の取組状況を適切にフォ67 
ローしていくことが重要である。 68 
 69 
２ 審議の経緯 70 
ワーキング・グループ報告では、SSBJ 基準に準拠したサステナビリティ情報に対する保71 

証は、国際基準と整合性が確保された基準に準拠して実施するものとし、我が国における保72 
証基準や品質管理基準、その他必要な基準のあり方については、企業会計審議会において審73 
議し、結論を出すことが適当とされた。 74 
これを受けて、令和８（2026）年４月に開催された企業会計審議会総会において、「国際75 
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的な動向を踏まえ、サステナビリティ情報の第三者保証について、国際基準と整合性が確保76 
された基準のあり方について必要な審議・検討を行う」ことを審議事項とするサステナビリ77 
ティ情報保証部会を設置した。令和８（2026）年５月からサステナビリティ情報保証部会に78 
おいて審議を行い、このたび、当審議会は、「サステナビリティ情報の保証業務に関する基79 
準、品質管理に関する基準及び倫理・独立性に関する基準の設定について」を公表すること80 
とした。 81 
 82 
二 第三者保証制度導入の意義、基準の性格、策定のあり方等 83 
１ 第三者保証制度導入の意義 84 
SSBJ 基準では、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る、報告企業のサステ85 

ナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報（それらのリスク及び機会に関連する企業の86 
ガバナンス、戦略及びリスク管理ならびに関連する指標及び目標に関する情報を含む。）を87 
提供する開示をサステナビリティ関連財務開示と定義し、「企業の見通しに影響を与えると88 
合理的に見込み得る、報告企業のサステナビリティ関連のリスク及び機会」とは、短期、中89 
期又は長期にわたり、企業のキャッシュ・フロー、当該企業のファイナンスへのアクセス又90 
は資本コストに影響を与えると合理的に見込み得る、すべてのサステナビリティ関連のリス91 
ク及び機会をあわせたものとされている。 92 
SSBJ基準は、国際会計基準財団（IFRS 財団）が公表しているとおり、ISSB基準と機能的93 

な整合性が確保された基準であり、有価証券報告書等においてこのような情報が開示される94 
ことは、国際的な比較可能性を確保し、投資判断を行う上で有用な材料となる。企業にとっ95 
ても、国内外の投資家から評価されるほか、投資家との建設的な対話が促進され、中長期的96 
な企業価値向上に資すると考えられる。その上で、当該情報の信頼性を確保するため、当該97 
情報に対する第三者保証制度を導入し、その質を確保するための制度を整備することが、公98 
共の利益及び投資者保護を図る観点から重要であると同時に、我が国資本市場の国際的な信99 
頼性を確保することにもつながると考えられる。 100 
 101 
２ 基準の性格 102 
有価証券報告書等において開示されるサステナビリティ情報に対する第三者保証は、原則103 

主義に基づき開発された ISSA 5000 をはじめとする国際基準との整合性が確保された基準104 
に準拠して実施されることが重要である。 105 
国際基準との整合性を確保する方法としては、我が国において、国際基準そのものを保証106 

業務実施者が準拠する保証業務に関する基準等として指定することも考えられる一方で、我107 
が国固有の実情を踏まえることも、公共の利益、投資者保護及び我が国資本市場の国際的な108 
信頼性を確保する観点から重要である。 109 
そこで、原則として国際基準と同等な基準としつつ、国際基準に我が国固有の実情を踏ま110 

えた基準を、有価証券報告書等において開示されるサステナビリティ情報に対する第三者保111 
証で用いる基準とすることとした。また、我が国固有の実情を踏まえた必要な調整について112 
は、当審議会にて審議することとした。 113 
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また、保証業務実施者が準拠する保証業務に関する基準の名称としては次のようにするこ114 
とが考えられる。 115 

(1) 保証業務に関する基準 116 
  サステナビリティ保証業務基準 5000「サステナビリティ情報の保証業務に関する基準」117 

（JSSA 5000：Japan Standard on Sustainability Assurance 5000） 118 

(2) 品質管理に関する基準 119 
  サステナビリティ情報の保証業務実施者に関する品質管理基準 120 

（JSQM 1：Japan Standard on Quality Management 1 (for Sustainability Assurance）） 121 

(3) 倫理及び独立性に関する基準 122 
サステナビリティ情報の保証に関する倫理及び独立性基準 123 
（JESSA：Japan Ethics Standards for Sustainability Assurance (including Japan 124 
Independence Standards）） 125 

 126 
３ 基準策定のあり方 127 
有価証券報告書等において開示されるサステナビリティ情報に対する第三者保証の実施128 

において、保証業務実施者が準拠する保証業務に関する基準等は、一般に公正妥当と認めら129 
れるサステナビリティ情報の保証に関する基準であるべきである。本意見書に基づき策定す130 
る基準は、デュー・プロセスを経て策定された国際基準を基礎とすることや国際基準との調131 
整内容について当審議会において審議を行うなど、我が国において適切な手続を経て策定さ132 
れることを踏まえると、一般に公正妥当と認められるサステナビリティ情報の保証に関する133 
基準に該当すると考えられる。 134 
また、基準の策定主体としては、自主規制機関が本意見書を踏まえて保証業務に関する基135 

準等を策定することも考えられるが、現在のところ、サステナビリティ情報の保証業務実施136 
者に関する自主規制機関は存在せず、監査法人・監査法人以外の者のいずれであっても登録137 
要件を満たす場合には保証業務実施者となることが可能な制度であることを踏まえると、金138 
融庁が策定主体となることが適当である。 139 
この点、保証業務に関する基準等の策定には高い専門的な知見と豊富な経験が求められる140 

が、監査及び保証の基準策定主体として高い専門的な知見と豊富な経験を有する日本公認会141 
計士協会から、国際基準との同等性を念頭に策定された次の実務指針等が公表されている。 142 
・  「サステナビリティ保証業務実務指針 5000『サステナビリティ情報の保証業務に関す143 

る実務指針』」（令和８（2026）年３月） 144 
・  「品質管理基準報告書第１号『事務所における品質管理』」（令和８（2026）年３月） 145 
また、令和８（2026）年４月に「サステナビリティ保証のための国際倫理基準（国際独立146 

性基準を含む。）並びにサステナビリティ保証及び報告に関連する IESBA 倫理規程のその他147 
の改訂」の翻訳が公表されている。 148 
そこで、金融庁において、日本公認会計士協会が公表した上記の実務指針等を監査法人・149 
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監査法人以外の者のいずれもが遵守することができるよう適切な修正を加え、国際基準との150 
調整を反映し、サステナビリティ情報の作成者、保証業務実施者及び投資者その他の情報利151 
用者の意見を踏まえ、さらに適切なデュー・プロセスを経たうえで、保証業務実施者が準拠152 
する保証業務に関する基準等を策定することが望ましいと考えられる。 153 
なお、保証業務実施者が準拠する保証業務に関する基準等は、今後の実務の蓄積や国際基154 

準の改訂を踏まえて、必要に応じて改訂が検討されるべきである。改訂に当たり、必要と考155 
えられる場合には、当審議会での審議等の適切なデュー・プロセスを経て、結論を得ること156 
が適当である。 157 
 158 
４ 本意見書の位置付け 159 
保証業務に関する基準等の内容は、詳細なサステナビリティ情報の保証業務に関する手続160 

論が中心であるため、サステナビリティ情報の作成者である企業や投資者その他の情報利用161 
者にとって重要と考えられる点が分かりにくいとの懸念がある。また、監査法人・監査法人162 
以外の者のいずれであっても登録要件を満たす場合には保証業務実施者となることが可能163 
であることから、サステナビリティ情報の保証業務に関するあり方を整理しておくことが必164 
要である。 165 
そのため、本意見書において、保証業務実施者が準拠する保証業務に関する基準等の策定166 

のあり方を定めるとともに、サステナビリティ情報の保証業務に関する重要な事項について167 
取りまとめることが有用である。ただし、保証業務実施者が遵守すべきは保証業務実施者が168 
準拠する保証業務に関する基準等であり、本意見書は新たに要求事項を定めるものではない169 
ことに留意が必要である。 170 
この点、平成 16（2004）年 11月に、当審議会は「財務情報等に係る保証業務の概念的枠171 

組みに関する意見書」（以下「平成 16年意見書」という。）を公表しているが、平成 16年意172 
見書は、特定の保証業務を前提として適用されることを意図しているものではない。個々の173 
保証業務に関する基準等は平成 16 年意見書における概念的枠組みを基礎として設定される174 
こととされており、本意見書に基づき策定される基準等は、平成 16年意見書における「個々175 
の保証業務に関する基準等」に該当する。そのため、本意見書に基づき策定される基準等の176 
策定に当たっても、平成 16 年意見書で用いられている概念や用語について参考にすること177 
が考えられる。ただし、平成 16 年意見書も、我が国におけるサステナビリティ情報に対す178 
る第三者保証制度に対して、新たな要求事項とはならないことに留意が必要である。 179 
 180 
三 サステナビリティ情報の保証業務に関する重要な事項 181 
１ 保証業務の目的 182 
我が国におけるサステナビリティ情報に対する第三者保証の目的は、サステナビリティ情183 

報の作成に責任を負う者が作成したサステナビリティ情報に不正又は誤謬による重要な虚184 
偽の表示がないかどうかについて、保証業務実施者が自ら入手した証拠に基づき判断した結185 
果を結論又は意見として報告することにある。 186 
これは、サステナビリティ情報の作成責任（関連する内部統制を整備及び運用する責任を187 
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含む。）は経営者にあり、保証業務実施者の責任は独立の立場からサステナビリティ情報を188 
保証することにあるという両者の関係性が前提となっている。 189 
 190 
２ 保証業務の実施の前提 191 
保証業務実施者は、保証業務を実施するに当たって、常に専門家として求められる高い倫192 

理観及び公正不偏の態度を保持し、独立の立場を損なう利害や独立の立場に疑いを招く外観193 
を有してはならない。また、専門家としての正当な注意を払い、懐疑心を保持しなければな194 
らない。これらを前提に、保証業務実施者は、保証対象となるサステナビリティ情報に重要195 
な虚偽の表示が存在する可能性があることに留意し、保証業務を計画し実施しなければなら196 
ない。 197 
さらに、保証業務実施者は、自らの業務を適正に遂行するための専門能力の向上と実務経198 

験等から得られる知識の蓄積に常に努めなければならない。これは、保証業務実施者が質の199 
高い保証業務を実施するうえで不可欠なものである。保証業務実施者は、これらの要求事項200 
を遵守することで、質の高い保証業務を実施し、投資者その他の情報利用者、ひいては社会201 
の期待に応えることが求められる。 202 
 203 
３ 保証対象となるサステナビリティ情報の特性 204 
保証業務実施者は、保証業務を実施する際に、サステナビリティ情報が有する次のような205 

特性を踏まえ、適切な保証業務を計画し実施しなければならない。 206 

(1) 重要性がある情報 207 
SSBJ 基準では、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関208 

連のリスク及び機会に関して、重要性がある情報を開示しなければならないとされている。209 
ここで「重要性がある」とは、サステナビリティ関連財務開示の文脈において、ある情報に210 
ついて、それを省略したり、誤表示したり、不明瞭にしたりした場合に、財務諸表及びサス211 
テナビリティ関連財務開示を含む、特定の報告企業に関する財務情報を提供する当該報告書212 
に基づいて財務報告書の主要な利用者が行う意思決定に影響を与えると合理的に見込み得213 
ることをいうとされている。また、情報に重要性があるか、すなわち、情報が主要な利用者214 
の意思決定に影響を与えると合理的に見込み得るかどうかを評価するにあたり、それらの利215 
用者の特性及び企業自身の状況を考慮しなければならないとされている。 216 
そのため、有価証券報告書等において開示されるサステナビリティ情報は、サステナビリ217 

ティ情報の利用者の特性や企業規模、事業の状況などによって様々となることが考えられる。 218 

(2) 情報の不確実性 219 
サステナビリティ情報には、数値の見積りを伴う情報に加え、将来の状況の予測に関する220 

情報が財務情報よりも比較的多く含まれ、企業の統制が及ばない第三者から取得した情報に221 
ついても含まれることがある。そのため、財務情報と比べ相対的に不確実性が高いと考えら222 
れる。 223 
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(3) バリュー・チェーンに関する情報 224 
SSBJ 基準では、サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告企業に225 

関するものでなければならず、報告企業が連結財務諸表を作成している場合、サステナビリ226 
ティ関連財務開示は、親会社及びその子会社のサステナビリティ関連のリスク及び機会が理227 
解できるものでなければならないとされている。また、これに加え、SSBJ基準では、識別し228 
たサステナビリティ関連のリスク及び機会のそれぞれに関連して、バリュー・チェーンの範229 
囲（その幅広さ及び構成を含む。）を決定しなければならないとされている。 230 
そのため、サステナビリティ情報を収集する範囲は、企業規模や事業の状況、識別したサ231 

ステナビリティ関連のリスク及び機会などによって様々であることに加え、バリュー・チェ232 
ーン（報告企業のビジネス・モデル及び当該企業が事業を営む外部環境に関連する、相互作233 
用、資源及び関係のすべて）、つまり、報告企業の上流及び下流の取引から、サステナビリ234 
ティ情報を収集することが考えられる。 235 
 236 
４ 保証範囲 237 
前述のとおり、我が国におけるサステナビリティ情報に対する第三者保証制度は、当面の238 

間、第三者保証を義務付ける範囲を、有価証券報告書等において開示されるサステナビリテ239 
ィ情報のうち Scope１・２温室効果ガス（GHG）排出量、ガバナンス及びリスク管理に関する240 
事項に限定することとしている。 241 
この点、SSBJ基準に準拠したサステナビリティ情報の全てを保証範囲とする場合は、SSBJ242 

基準全てが保証業務における適合する規準（サステナビリティ事項を評価又は測定するため243 
の開示の枠組み）となる。一方、企業が開示したサステナビリティ情報の一部を保証する場244 
合においては、SSBJ 基準における具体的な保証範囲及び当該保証範囲における適合する規245 
準が明確ではない。そのため、法令において、具体的な保証範囲及び適合する規準について246 
明確にする必要がある。 247 
また、ISSA 5000において、保証業務実施者は、保証業務の対象となるサステナビリティ248 

情報及び保証報告書が含まれる文書のうち、保証業務の対象とならない情報であるその他の249 
記載内容を通読し、検討しなければならないとされている。保証業務実施者は、その他の記250 
載内容を通読し検討するに当たり、その他の記載内容と保証対象となるサステナビリティ情251 
報との間における重要な相違の有無及び保証業務において入手した証拠と到達した結論の252 
観点からその他の記載内容と保証業務実施者が保証業務の過程で得た知識の間における重253 
要な相違の有無を検討しなければならないとされており、また、サステナビリティ情報又は254 
保証業務実施者が保証業務の過程で得た知識に関連しないその他の記載内容における重要255 
な誤りの兆候に常に注意を払わなければならないとされている。 256 
なお、企業が開示したサステナビリティ情報の一部を保証する場合は、保証対象外のサス257 

テナビリティ情報はその他の記載内容となることに留意が必要である。 258 
 259 
５ 保証水準 260 
我が国におけるサステナビリティ情報に対する第三者保証において求められる限定的保261 
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証業務とは、保証業務実施者が、結論を表明する基礎として、保証業務リスク（保証業務実262 
施者が、サステナビリティ情報の重要な虚偽表示を看過して誤った結論を形成する可能性）263 
を個々の保証業務の状況において受入可能な水準に抑えるが、保証業務リスクの水準が合理264 
的保証業務に比べてより高く設定される保証業務のことである。 265 
限定的保証業務で実施される手続の種類、時期及び範囲は、合理的保証業務で必要な手続266 

と比較して限定的であるものの、保証業務実施者は、専門家としての判断において、投資者267 
その他の情報利用者にとってサステナビリティ情報の信頼性をある程度高める保証水準と268 
なるように、実施した手続及び入手した証拠に基づいて、サステナビリティ情報に重要な虚269 
偽の表示があると保証業務実施者に信じさせる事項が認められたかどうかについて、結論を270 
報告する。 271 
なお、期中レビュー業務（年度の財務諸表の監査を実施する監査人が行う中間財務諸表そ272 

の他の期中財務諸表に対するレビュー業務）においても、限定的保証業務が行われているが、273 
当該業務は、合理的保証業務を求める財務諸表の監査を前提として行われるものであるため、274 
職業的専門家の判断により選択される手続の種類、時期及び範囲等については、サステナビ275 
リティ情報に対する第三者保証において求められる限定的保証業務とは必ずしも一致しな276 
いと考えられる。 277 
 278 
６ 財務諸表監査との関係 279 
有価証券報告書等において開示されるサステナビリティ情報に対する第三者保証におい280 

ては、監査法人・監査法人以外の者のいずれであっても登録要件を満たす場合には保証業務281 
実施者となることが可能であることから、サステナビリティ情報の保証業務実施者と財務諸282 
表の監査人が異なる場合が想定される。 283 
また、保証業務実施者は、「４．保証範囲」に記載したとおり、その他の記載内容を通読284 

し、検討する必要があるが、その他の記載内容には、財務諸表の監査人の監査対象である財285 
務諸表及びその監査報告書が含まれるため、サステナビリティ情報と当該財務諸表等との間286 
に重要な相違がある可能性又は当該財務諸表等に重要な虚偽の表示が存在する可能性を認287 
識する場合が想定される。このような場合、サステナビリティ情報の保証業務実施者と財務288 
諸表の監査人との間で適切にコミュニケーションがなされることが重要である。 289 
この点、保証業務実施者は秘密保持義務に留意する必要があるが、単に秘密保持義務があ290 

ることをもって財務諸表の監査人とのコミュニケーションを行わないのではなく、その他の291 
記載内容に対する保証業務実施者の責任を適切に果たすため、あらかじめ一定の場合には秘292 
密保持義務が解除されることを企業と合意するなどして、財務諸表の監査人との適切なコミ293 
ュニケーションが求められる。 294 
 295 
７ その他留意すべき事項 296 
サステナビリティ情報の保証の質を確保しつつ、実務上の負担との適切な均衡を図ること297 

は、公共の利益及び投資者保護への貢献というサステナビリティ情報に対する第三者保証制298 
度の意義の観点から重要である。この点、円滑な第三者保証制度の導入に当たっては、これ299 
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までも企業においてサステナビリティ情報の開示及び当該情報に対する第三者保証に関す300 
る任意の取組が見られるものの、その実務は未だ発展途上にあることや、企業に過度な負担301 
を課すことを避けるといった観点を踏まえる必要がある。そこで、第三者保証制度を段階的302 
に義務付けることに加え、制度導入時においては保証範囲を限定するとともに、保証水準を303 
限定的保証とすることとされている。 304 
そのため、関係者は、こうした制度及び制度の趣旨を踏まえ、適切なサステナビリティ情305 

報の開示及び当該情報に対する第三者保証の実務の形成に協働することが期待される。加え306 
て、サステナビリティ情報の開示及び当該情報に対する第三者保証は、国際的にも発展途上307 
の領域であり、段階的に実務を発展させ、制度を成熟させていくといった考え方を関係者間308 
で共有していくことが重要である。 309 
また、保証業務実施者の責任は、サステナビリティ情報の作成に責任を負う者が作成した310 

サステナビリティ情報を独立の立場から保証することであり、保証業務実施者は、独立の立311 
場を堅持しなければならない。その上で、サステナビリティ情報の開示及び当該情報に対す312 
る第三者保証に関する実務や制度は、今後段階的に発展、成熟していくことが期待される。313 
そのため、保証業務実施者は、保証業務の過程においてサステナビリティ情報に誤りを発見314 
した場合に、企業に対して修正を求めるとともに、誤りの再発を防ぐための体制づくりを促315 
すなど、適切な情報開示の観点から指導的機能を発揮した建設的なコミュニケーションを行316 
うことが望まれる。 317 
 318 
四 国際基準との調整 319 
１ ガバナンスに責任を負う者 320 
保証業務実施者は、法令違反等の事実の通知や専門家として判断した重要な事項について、321 

ガバナンスに責任を負う者と適切にコミュニケーションを行わなければならない。この点、322 
サステナビリティ情報の作成及び報告に関連するガバナンスについては、企業ごとに会社法323 
の機関の設置やサステナビリティ情報の報告プロセスが異なると考えられるため、様々な形324 
態が想定される。そこで、我が国におけるサステナビリティ情報に対する第三者保証制度に325 
おいて、一般的にガバナンスに責任を負う者を整理する必要がある。 326 
この点、ISSA 5000においては、ガバナンスに責任を負う者は、「企業の戦略的方向性と説327 

明責任を果たしているかどうかを監視する責任を有する者又は組織」とされているが、具体328 
的な機関又は個人は定められておらず、法域によっては経営者が含まれるとされている。 329 
そこで、保証業務実施者は、我が国において設定する保証業務に関する基準において求め330 

られるコミュニケーションを行うことが適切と考えられるガバナンスに責任を負う者を定331 
め、その機関又は個人とコミュニケーションを行うことについて保証業務の依頼人との間で332 
あらかじめ合意しておくことが適切と考えられる。 333 
その際の一例として、我が国におけるガバナンスに責任を負う者には、取締役等の職務執334 

行の監督・監査権限を有する者として、会社法の機関の設置や実態に応じて、取締役会、監335 
査役等（監査役、監査役会、監査等委員会又は監査委員会）が該当すると考えられる。 336 
 337 
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２ 審査 338 
サステナビリティ情報の保証業務における審査について、国際品質マネジメント基準第１339 

号「財務諸表の監査若しくはレビュー又はその他の保証若しくは関連サービス業務を行う事340 
務所の品質マネジメント」（ISQM 1）では、上場企業等の財務諸表の監査、審査を実施する341 
ことが法令により要求されている保証業務の場合には、国際品質マネジメント基準第２号342 
「審査」（ISQM 2）に従い、審査を実施しなければならないとされており、その他の場合に343 
は、保証業務実施者が審査の必要性を判断することとされている。 344 
この点、上場企業等の財務諸表の監査における取扱いや、保証業務実施者の多様化が見込345 

まれることも踏まえると、有価証券報告書等において開示されるサステナビリティ情報に対346 
する保証業務においても、審査を実施することにより保証業務の質を確保することが重要で347 
ある。 348 
そこで、我が国において設定するサステナビリティ情報の保証業務に関する基準等におい349 

て、具体的な審査の実施等に関する事項を定めた ISQM 2も踏まえた審査の実施を求めるこ350 
ととすべきである。 351 
 352 
３ 保証業務の引継及び共同サステナビリティ保証 353 
サステナビリティ情報に対する保証業務における保証業務実施者間の引継及び共同サス354 

テナビリティ保証について、国際基準上、詳細な実施事項に関する要求事項はない。 355 
この点、適切に保証業務実施者間において引継を行うことは、後任となる保証業務実施者356 

が、保証契約の締結可否の判断及びサステナビリティ情報に対する保証業務の実施の観点で357 
有用な情報の入手が可能となることに加え、保証業務の質に重大な影響を及ぼさないように358 
することから、投資者その他の情報利用者及び保証業務の依頼人にも有益であると考えられ359 
る。また、監査法人・監査法人以外の者の保証業務実施者間における引継及び共同サステナ360 
ビリティ保証の実施が想定されることを鑑みると、全ての保証業務実施者は、引継及び共同361 
サステナビリティ保証に係る手続について、共通の認識を持つことが必要である。 362 
そのため、財務諸表の監査と同様に、引継及び共同サステナビリティ保証に関する要求事363 

項を定めることは重要であると考えられることから、我が国において設定するサステナビリ364 
ティ情報の保証業務実施者に関する品質管理基準等において、引継及び共同サステナビリテ365 
ィ保証を明示的に要求事項とすべきである。 366 
 367 
五 実施時期等 368 
１ 保証業務実施者が準拠すべきサステナビリティ情報の保証業務に関する基準等は、令和369 
10（2028）年３月決算から時価総額３兆円以上のプライム市場上場企業を対象に第三者保証370 
が義務付けられることを踏まえると、令和９（2027）年３月末までに策定されることが望ま371 
れる。なお、同基準等の実施に当たり、関係法令において、同基準等の指定等について所要372 
の整備を行うことが適当である。 373 
 374 
２ 本意見書は、すでに述べたとおり、新たに要求事項を定めるものではない。保証業務実375 
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施者が準拠すべきサステナビリティ情報の保証業務に関する基準等については、本意見書を376 
踏まえ、金融庁において、関係者とも協議の上、適切な手続の下で、早急に作成することが377 
要請される。なお、同基準等の設定に伴う同基準等と日本公認会計士協会が公表する実務指378 
針等との関係性は、関係者との協議の上、適切に整理することが望まれる。 379 
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